
第 2章 観測データ利用の改良及びメソ数値予報システムの背景誤差の改良

2.1 観測データの新規利用開始及び利用手法の改良 1

2.1.1 ひまわり 8号大気追跡風データの利用開始
(1) はじめに
気象庁では、2015年 7月 7日から静止気象衛星ひま

わり 8号（ひまわり 8号）の運用を開始した。ひまわ
り 8号は、水平高解像度化や高頻度化（撮像時間間隔：
10分）などセンサー自体の観測機能が向上した。また、
大気追跡風 (AMV: Atmospheric Motion Vector) の算
出においても雲移動量や雲高度の推定処理が高度化さ
れ、AMVの算出数が大幅に増加し、推定精度も向上
した (Bessho et al. 2016; 下地・別所 2015)。これを受
けて数値予報課では、これらの高度化された AMVを
数値予報システムで利用するための開発を進め、準備
が整ったことから、2016年 3月 17日から全球・メソ・
局地の各数値予報システムおよび毎時大気解析におい
て利用する AMVを静止気象衛星MTSAT-2（ひまわ
り 7号）からひまわり 8号へ切り替えた。本項ではひ
まわり 8号 AMVの利用開始に先立って実施した、品
質調査および品質管理 (QC: Quality Control) の改良、
並びに各数値予報システムを用いたインパクト調査の
結果について紹介し、その効果について説明する。

(2) ひまわり 8号 AMVの品質と特徴
ひまわり 8号の品質を確認するために、ひまわり 7号

AMVと比較する形で全球数値予報システムを使った
風速 D値（観測値と第一推定値の差）統計調査を行っ
た。調査期間は、ひまわり 8号の試験運用期間中で、
AMVの算出が安定した 2015年 2月 5日から 3月 20

日である。各AMVについては品質指標QI2値が 60以
上 3のものを使用した。風速D値のヒストグラムはひ
まわり 7号 AMVと同様にガウス分布をなし、標準偏
差 (STD) はひまわり 7号に比べて 0.5 m/s程度小さ
く、バイアスも改善していることを確認した。一例と
して、図 2.1.1に赤外画像から算出された AMVの結
果を示す。

(3) ひまわり 8号 AMVのための QCの改良
第 2.1.1項 (1)で述べたようにひまわり 8号のAMV

については水平高解像度化および算出手法の高度化に
よりデータの特性が大きく変化したため、ひまわり 7

1 第 2.1.1項 山下 浩史、第 2.1.2項・第 2.1.3項 計盛 正博、
第 2.1.4項 幾田 泰酵、第 2.1.5項 平原 洋一、
第 2.1.6項 守谷 昌己、第 2.1.7項 髙坂 裕貴（気候情報課）、
第 2.1.8項 酒匂 啓司（観測課観測システム運用室）
2 Quality Indicatorの略。欧州衛星開発機構 (EUMETSAT)
が提唱する品質管理指標（0∼100で値が大きいほど品質が良
い）(Holmlund 1998)。
3 QI値 60は数値予報システムで利用可能な最低限の品質と
して設定した。現業利用中の AMVでは米国の静止気象衛星
GOESについては QI値 60以上のものを使用している。

号 AMVに適用していた QC手法をそのまま適用する
ことができない。そのため、ひまわり 8号用に第 2.1.1

項 (2)を考慮しつつ、主に以下の 6つの点について改
良を行った。

• QI閾値の見直し
• 赤外・可視画像より算出された、700 hPaから下
層の陸上における AMVは利用しない

• 400∼700 hPaのAMVの利用（ひまわり 7号では
未利用 4）

• 全球数値予報システムに 100 km間隔のAMVの平
均化処理 (SPOB: Super-observation) 手法 5と毎
時同化を日本とその周辺領域 (SPOB領域：20◦N

–45◦N, 120◦E –150◦E) に導入
• 全球数値予報システムにおける SPOB 領域の
800 hPaより上層においては、風速が 15 m/s以
上（西風が卓越する場合）かつ東西成分風速の D

値が−2 m/sより小さい又は 3 m/sより大きい場
合は利用しないという QCが適用される 6

• 毎時大気解析に AMVの 150 kmの等距離間引き
を導入

QI閾値については、AMVの解析利用の目安としてい
る風速D値の STDおよび平均 (山下・今井 2007)に基
づいて決定した。SPOB手法を全球数値予報システム
に適用した理由は、2013年および 2014年の静止気象
衛星MTSAT-1R（ひまわり 6号）の高頻度観測による
AMVのインパクト実験の結果、台風進路予測誤差の
減少が確認されたためである (山下 2015)。SPOB領域
内の 800 hPaより上層におけるQCは、主に冬季に強
風軸の東西成分風速にバイアスを持った AMVを過度
に利用しないことを目的としている。なお、ひまわり
7号 AMVまでの手法については、山下・今井 (2007)

を参照願いたい。また、毎時大気解析については従来
の AMVで用いられている入電順間引きでは採用デー
タの空間分布に偏りが生じることから数値予報システ
ムと同様に等距離間引きを導入した。前述以外の QC

は、ひまわり 7号時と変更はない。これらの QCの詳
細は JMA (2013)や山下・今井 (2007)を、QCの最新

4 この高さの区間ではひまわり 7号AMVのデータ数が少な
く、精度が安定しなかったためである。
5 100 km× 100 km× 100 hPa毎の箱をあらかじめ用意し
その中の観測時刻・位置（緯度・経度）・高度・風向・風速に
ついて、各々平均化して AMVを再作成する手法。詳しくは
山下 (2015)を参照。
6 この QC はひまわり 8 号 AMV の全球数値予報システム
利用開始当初から導入されていない。2016年 11月頃に導入
を予定している。なお、本項における各数値予報システムを
用いたインパクト調査の結果にはこのQCが反映されていな
い。
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図 2.1.1 2015年 2月 5日∼3月 20日の 20◦N以北の 400 hPa
から上層のひまわり 8 号（赤色棒）およびひまわり 7 号
（青色棒）の赤外画像から算出された AMVにおける風速
D値ヒストグラム。縦軸は相対度数でAMVデータ数の最
大値で規格化した値。横軸は風速 D値。

情報は、NWP SAF 7 AMVのモニタリングページ 8

を参照願いたい。

(4) ひまわり 8号 AMV利用のインパクト
全球数値予報システムによる結果
実験には、2014年 9月 4日時点の全球数値予報シス

テムを用いた。2015年冬の全球解析を 2015年 1月 17

日∼3月 11日の期間に対して実行し、作成された 2015

年 1月 17日 ∼2月 28日の毎 12UTC初期値からの全
球予報を行い、検証対象とした（2015 年冬と呼ぶ）。
また、2015年夏の全球解析を 2015年 7月 3日 ∼9月
11日の期間に対して実行し、作成された 2015年 7月 3

日∼9月 11日の 6時間毎の初期値からの全球予報を行
い、検証対象とした（2015年夏と呼ぶ）。ひまわり 7号
AMVを使用した実験を CNTL、ひまわり 8号 AMV

を使用し、改良したQCを適用した実験をTESTと呼
ぶ。図 2.1.2は、TESTと CNTLのデータ分布の例を
示す。ひまわり 8号AMVの算出手法の高度化により、
ひまわり 7号 AMVでは算出されなかった場所（例え
ば、オーストラリア周辺等）にひまわり 8号AMVでは
算出される等の算出数増加の効果を見ることができる。
また、日本付近のひまわり 8号 AMVの密集は SPOB

領域において 100 km間隔で利用したことによるもの
である。なお、SPOB領域外では 200 km間隔で利用し
ている。 実験の結果を以下に示す。図 2.1.3は、2015

年夏の 700 hPaから下層における風速 D値の STDの
TEST（ひまわり 8号 AMV利用）と CNTL（ひまわ
り 7号AMV利用）との差（左）と日本のウィンドプロ

7 NWP SAF (Numerical Weather Prediction Satellite Ap-
plication Facility) とは、EUMETSATメンバー国の気象機
関や研究機関の専門家が共同して、衛星データのモニター・
処理・利用に関する研究・開発を行う枠組みの内の数値予報
部門のことである。
8 https://nwpsaf.eu/monitoring/amv/amvusage/

jmamodel.html

図 2.1.2 2015年 7月 13日 12UTC解析時にひまわり観測領
域とその周辺で利用された AMVの分布図。左図はひまわ
り 7号（赤：CNTL）。右図はひまわり 8号（赤：TEST）。
赤色以外のプロットはひまわり以外の AMV。

図 2.1.3 2015年夏の 700 hPaから下層における風速 D値
の標準偏差 (STD) の TEST（ひまわり 8号 AMV利用）
と CNTL（ひまわり 7号 AMV利用）との差（左）と日
本のウィンドプロファイラ観測と第一推定値の差の STD
に関する TESTの CNTLに対する変化率（右）。左図は
TESTと CNTLの両方のデータが存在したときに描画し
たもの。エラーバーは 95%信頼区間で、図中の赤丸印は統
計的に有意であったことを示している。

ファイラ観測と第一推定値の差の STDに関するTEST

の CNTLに対する変化率（右）を示したものである。
図 2.1.3の左図からひまわり 8号の観測領域について
着目すると、TESTの風速 D値の STDの方が CNTL

に比べて小さいことが分かる。これは、ひまわり 8号
AMVによる算出手法の高度化および SPOBの導入の
効果により、AMVの観測と予報の両方の誤差が減少し
たためと考えられる。日本のウィンドプロファイラ観測
と第一推定値の差の STDに関するTESTのCNTLに
対する変化率（図 2.1.3右図）でも 925 hPaを中心に誤
差が減少していて、この変化は日本領域での変化と整
合する結果である。700 hPaより上層でも図 2.1.3右図
では下層ほど明瞭ではないものの同様の結果が得られ
た。次に改良の結果、具体的にどのように予測場へ反映
されたかについて確認する。TESTでは主に日本付近
の風の予測場を中心に改善が見られ、特に 850 hPa風
速では 2日 (FT=48) 先まで改善率が CNTL比で平均
3∼6%得られた（図 2.1.4）。さらにTESTの 10個の平
均台風進路予測誤差がCNTLに比べ 5日 (FT=120)先
までの期間で概ね減少傾向を示しており、例えば 1∼2

日 (FT=24∼48)の平均では約 6%減少した (図 2.1.5)。
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図 2.1.4 日本付近 (20◦N –50◦N, 110◦E –160◦E) における
2015年夏の各予測時間のTESTのCNTLに対する平方根
平均二乗誤差 (RMSE) 改善率。初期値を真値と仮定した
場合の RMSEで見た 850 hPa（左）および 250 hPa（右）
の風速の改善率を示す。エラーバーは 95%信頼区間で、図
中の丸印は統計的に有意であったことを示している。

図 2.1.5 2015年夏の台風第 9号から第 18号までを対象と
した平均台風進路予測誤差。横軸は予測時間、左縦軸は台
風進路予測誤差 [km]、右縦軸はサンプル数である。赤線が
TEST、青線が CNTL、赤点がサンプル数を表す。エラー
バーは 95%信頼区間を示している。

図 2.1.6に 2015年台風第 11号の台風進路予測の改善例
を示す。予報中盤までは、TESTの方がCNTLに比べ
てベストトラックに近い予測結果となっている。台風
の東側にある太平洋高気圧の表現が、データ同化サイ
クルを通じて良くなったことが影響していると考えら
れる（図略）。 なお、2015年冬については、夏と同様
に解析場の改善が見られ、南半球域で 4日予測以降で
250 hPa風速や 500 hPa高度をはじめほとんどの物理
要素について改善する結果が得られているが、日本付
近では予測場に大きな変化は見られなかった（図略）。

メソ数値予報システムによる結果
実験には 2015年 12月 24日時点のメソ数値予報シ

ステムを用いた。2015年夏のメソ解析を 2015年 8月 2

日∼9月 11日の期間に対して実行し、作成された 2015

年 8月 7日∼9月 11日の 3時間毎の初期値からのメソ
予報を行い、検証対象とした（2015年夏と呼ぶ）。ま
た、2016年冬のメソ解析を 2015年 12月 24日∼2016

年 2月 3日の期間に対して実行し、作成された 2015年
12 月 24 日 ∼2016 年 2 月 3 日の 3 時間毎の初期値か
らのメソ予報を行い、検証対象とした（2016年冬と呼

図 2.1.6 2015 年 7 月 13 日 12UTC 初期値の 2015 年台風
第 11号の進路予測結果。赤線が TEST、青線が CNTL、
黒線は気象庁ベストトラック (BST)で図中の凡例の印と
数字はそれぞれ台風の中心位置と日時（記載時刻はすべて
00UTC）を示している。

図 2.1.7 メソモデルによる 2015年夏（上段）と 2016年冬
（下段）の 3時間降水量予測の閾値別のエクイタブルスレッ
トスコア（ETS：左）とバイアススコア（BI：右）。検証
には 20 km検証格子内の解析雨量の 3時間積算降水量の
平均を使用。エラーバーは 95%信頼区間を示す。

ぶ）。TESTと CNTLの呼び名は全球数値予報システ
ム実験時と同様にひまわり 7号 AMVを使用した実験
がCNTL、ひまわり 8号AMVを使用し、改良したQC

を適用した実験が TESTである。実験の結果、TEST

はCNTLに比べて風をはじめ、気温、水蒸気等の解析
場と概ね全予測時間における予測場を改善させた（図
略）。また、降水スコアについても 18時間後までの予
測（図略）、降水閾値 15 mm/3h以下を中心に改善が得
られた（図 2.1.7）。降水予測の改善事例として平成 27

年 9月関東・東北豪雨の関東平野付近の結果について
図 2.1.8に示す。図 2.1.8の青点線領域に着目すると、
TESTではCNTLに比べて伊豆諸島方面から関東平野
へのびる線状降水帯がやや位置ずれがあるものの明瞭
でかつ強雨域を実況に近い形で表現されていることが
分かる。これは、ひまわり 8号AMVをメソ数値予報シ
ステムで利用することにより、解析・予報サイクルを通
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図 2.1.8 関東平野におけるCNTLとTEST実験の 3時間降
水量予測と同時刻における解析雨量の 3時間積算値 (OBS)
の比較。2015年 9月 9日 03UTC初期値の 3時間予測に
ついて海面更正気圧と地上風予測値、又はアメダス地上風
観測を合わせて描画した。

じて解析場および予測場が改善したこと、および 2015

年 9月 9日 03UTCの 850 hPaの解析時（図 2.1.9）に
八丈島近海でTESTではひまわり 8号のAMVが利用
（図 2.1.9の赤丸印に着目：CNTLでは赤丸内にひまわ
り 7号のAMVはなし）されたことにより 140◦E線上
で風が収束するように修正（図 2.1.9の青丸印に着目：
CNTLではほとんど風が修正されていない）が加わり、
降水予測が改善したためである。

局地数値予報システムによる結果
実験には、2015年 12月 24日時点での局地数値予報

システムを用いた。期間は、2015年 8月 31日∼9月 10

日（2015年夏）および 2015年 1月 26日 ∼1月 31日
（2015年冬）で解析およびそれを毎時初期値とする予
測を対象とした。TESTとCNTLの呼び名は全球数値
予報システム実験時と同じである。その結果、2015年
夏では、TESTでは CNTLに比べて風、気温の解析・
予測精度の改善および 1∼15 mm/hの降水スコアの改
善を確認した（図略）。一方、2015年冬では、TEST

と CNTLで大きな変化は見られなかった。

毎時大気解析による結果
間引き手法を入電順間引きから 150 kmの等距離間

引きに変えることで、ひまわり 8号 AMVを利用する
際に空間分布の偏りがなくなり、AMVデータが存在す
るところにインパクトが出ていることを確認した。ま
た、ひまわり 8号利用前後で解析結果に大きな差が生
じていないことを確認した（図略）。

2.1.2 ひまわり 8号晴天放射輝度温度の利用開始
全球解析とメソ解析では、静止気象衛星MTSAT-1R

（ひまわり 6号）やMTSAT-2（ひまわり 7号）の赤外
水蒸気チャンネルの晴天放射輝度温度 (CSR: Clear Sky

Radiance) を同化することで、対流圏中上層の水蒸気
についての観測情報を数値予報の初期値作成に利用し
てきた (石橋 2007; 計盛 2011)。今般、気象庁では、
MTSAT-2の後継機のHimawari-8（ひまわり 8号）の
正式運用を 2015年 7月 7日より開始した。MTSAT-2

図 2.1.9 2015年 9月 9日 03UTCの 850 hPaの関東を中心
とした CNTL（上段）と TEST（下段）実験の解析値（左
図）と第一推定値からの修正量（右図）の比較。各図の中
央の南北に横切る黒直線は 140◦E 線である。左図の黒線
は等高度線（60 m 間隔）、赤点線は等温線（3◦C 間隔）、
薄緑は湿数 3◦C 以下の領域である。プロット記号は×は
AMV、Pはウィンドプロファイラ、Yは航空機観測、★
は台風ボーガスで、これらの点からのびる矢羽は風向風速
（短矢羽は 5 kt、長矢羽は 10 kt）を示している。これらの
プロット記号が左図の場合は、解析に使用された観測、右
図の場合は、解析に利用されなかった観測を示している。
右図のプロット記号なしの矢羽（水色）は第一推定値から
の風の修正量を示している。右図の赤ハッチは、第一推定
値から高度 10 m以上の修正量があったことを示している。

では赤外放射の水蒸気吸収を利用した観測バンドは 6.8

µmのみであったが、ひまわり 8号では 3つのバンド
(6.2, 6.9, 7.3 µm) 9 での観測が可能になっている。ま
た、観測される画像データの水平解像度は、1ピクセ
ルあたり 2 kmとなりMTSAT-2の 4 kmより高解像
度化されている。ひまわり 8号の CSRデータ (今井・
上澤 2016)は、観測された画像データから毎時作成さ
れるプロダクトで、16× 16 ピクセル（水平解像度 32

km相当）を単位として、この中に含まれる晴天ピク
セルの輝度温度を平均したものである。CSRデータに
は、晴天率、標準偏差などの統計情報が付加されてい
る。MTSAT-2から衛星が切り替わることに伴い、ひ
まわり 8号 CSRデータを利用した場合の数値予報の
予測精度への影響を調査した。その結果、ひまわり 8

号 CSRデータの利用により予測精度の改善が得られ
ることが確認できたので 2016年 3月 17日より全球、
メソの数値予報システムでの利用を開始した。以下で
は、全球解析、メソ解析の解析システムにおけるひま
わり 8号 CSR データ利用のための設定とデータ同化

9 6.2, 6.9, 7.3 µmがそれぞれバンド 8, 9, 10となる。詳細
は Bessho et al. (2016); 村田ほか (2015)を参照。
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実験の結果を示し、ひまわり 8号 CSR データ同化に
よる解析、予報への影響について述べる。

(1) 全球解析での利用
全球解析では、これまで利用してきたMTSAT-2の

IR3 （水蒸気） チャンネルに相当するひまわり 8 号
のバンド 8に加え、ひまわり 8号で新たに利用できる
ようになった水蒸気吸収帯のバンド 9, 10も利用する。
MTSAT-2のチャンネルとひまわり 8号のバンドとの
対応関係は、村田ほか (2015)で報告されている。バン
ド 8は、対流圏上層の水蒸気に感度があるが、バンド 9,

10は、バンド 8よりも下層の水蒸気に感度があり、対
流圏中層の水蒸気の観測情報が得られる。ただし、バ
ンド 9, 10は冬期の大陸上や雪氷域などで大気が乾燥
し、水蒸気量が極端に少ない場合には、地表面からの
放射の寄与が無視できなくなる。また、陸域では輝度
温度同化のための放射計算に与える地表面温度や地表
面射出率の第一推定値が十分な精度を持っていること
が確認されていないことから、今回はバンド 9, 10の利
用は（海氷域を除く）海上のみとした。またMTSAT-2

の CSRデータは、2時間毎のデータを同化していたが
(石橋 2007)、ひまわり 8号CSRデータでは毎時のデー
タを利用することにした。
全球解析での同化実験の設定を表 2.1.1 に示す。実

験期間は、2015 年 5 月 26 日～9 月 30 日である。
TEST はひまわり 8 号 CSR データを同化した場合、
CNTL は 2015 年当時の数値予報ルーチンと同様に
MTSAT-2 CSR データを同化した場合である。全球
モデル (GSM) の予報精度を検証する際に確認する指
標として、500 hPa高度場や海面気圧の予測値の解析
値に対する平方根平均二乗誤差 (RMSE) があるが、実
験期間の平均では、これらには TESTと CNTLで北
半球（北緯 20 度以北）、熱帯（南緯 20 度～北緯 20

度）、南半球（南緯 20度以南）とも統計的に有意な差
はなかった。上記領域の期間平均では統計的に有意な
差はなかったものの、日本付近のラジオゾンデデータ
を用いて気温、比湿、東西風の予測値を検証した結果
では、RMSEが減少していることが確認できた。また、
図 2.1.10に示す TESTと CNTLの両方で利用中の既
存のマイクロ波水蒸気サウンダMHSの観測輝度温度
と第一推定値から計算された計算輝度温度の差の標準
偏差をみると、TESTの方がCNTLよりも、ひまわり
8号の観測域で小さくなっていた。MHSの観測輝度温
度は対流圏中上層の水蒸気に感度があることから、こ
の計算輝度温度の誤差の減少は第一推定値の対流圏中
上層の水蒸気場の改善を示している。
次に図 2.1.11に、日本付近で TESTと CNTLで差

が現れた予測事例を示す。TESTとCNTLとも図のマ
リアナ諸島付近にある台風周辺の広く雲に覆われた領
域の誤差分布には大きな違いはない。しかし、CNTL

では三陸沖に低気圧が予測されているが、TESTでは

表 2.1.1 全球解析での CSRデータ同化実験
実験名 利用 CSRデータ
TEST ひまわり 8号 CSR （バンド 8, 9, 10）
CNTL MTSAT-2 CSR (IR3)

図 2.1.10 実験期間におけるマイクロ波水蒸気サウンダMHS
の観測輝度温度と第一推定値から求めた計算輝度温度との
差の標準偏差の CNTLからの変化率。(a), (b), (c)は、そ
れぞれ MHSのチャンネル 3, 4, 5 についての結果。寒色
系が改善、暖色系が改悪を表す。灰色は利用MHSデータ
が存在しない領域を表す。

そのような低気圧は予測されず、TESTの予測の方が
実況（解析値）に近い。
以上の実験の結果、ひまわり 8号CSRデータの同化
により、観測領域内の対流圏中上層の解析値、予測値
の気温、水蒸気、風の場の改善が得られたので、2016

年 3月 17日の全球解析よりMTSAT-2 CSRデータに
替えて、ひまわり 8号 CSRデータの現業利用を開始
した。
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図 2.1.11 2015年 7月 8日 12UTCを対象とした日本付近
の海面更正気圧の全球解析値（緑）と GSMの 72時間予
測値（黒）。左図：CNTL、右図：TEST。色は、差（予測
値 −解析値）で予測誤差を表す。

図 2.1.12 2015年 9月 7日 12UTCのメソ解析で利用可能
な CSRデータの分布。左図：CNTLにおけるMTSAT-2
の CSRデータの分布。右図：TESTにおけるひまわり 8
号の CSRデータの分布。図中の赤点はデータ同化に利用
された CSRデータ。黒点は品質管理により曇天とみなさ
れ利用されなかった CSRデータを示す。

(2) メソ解析での利用
メソ解析では、ひまわり 8 号 CSR データは、

MTSAT-2の IR3 （水蒸気）チャンネルに相当するバ
ンド 8を利用する。今回は、MTSAT-2 CSRデータか
らひまわり 8号 CSRデータへの利用プロダクトの切
り替えを優先し、ひまわり 8号で新たに利用できるよ
うになったバンド 9, 10のメソ解析での利用について
は今後の開発課題とした。MTSAT-2 CSRデータの利
用と同様に全球解析用に作成された CSR （16×16 ピ
クセル）データを利用することにした。プロダクト自
体の水平解像度はMTSAT-2の 64 km相当から、ひま
わり 8号の 32 km相当に高解像度化する。MTSAT-2

と同じ 1バンドであるが、従前とは CSRプロダクト
作成時の晴天判別 (今井・上澤 2016)が異なることや、
CSRプロダクト自体の水平解像度の高分解能化により
従前と同じデータ間引き間隔 (45 km) であっても利用
データ数が増加する。データ分布の違いを示す例とし
て、図 2.1.12にひまわり 8号CSRデータとMTSAT-2

CSRデータの 2015年 9月 7日 12UTC解析で利用可
能なデータの分布を示す。海上で利用できるデータが
増加するとともに中国大陸上で利用可能なデータ数も
増加する。
メソ解析での同化実験の設定を表 2.1.2 に示す。

TESTは、ひまわり 8号 CSRデータを同化した場合、
CNTLは、MTSAT-2 CSRデータを同化した場合であ

表 2.1.2 メソ解析での CSRデータ同化実験
実験名 利用 CSRデータとバンド
TEST ひまわり 8号 CSR （バンド 8）
CNTL MTSAT-2 CSR (IR3)

BASE CSR利用なし

る。比較のためCSRデータを利用しない実験 (BASE)

も行った。実験期間は 2015年 8月 2日から 9月 11日
である。
TESTとCNTLの両方で利用中の既存のマイクロ波
水蒸気サウンダMHSの観測輝度温度と計算輝度温度
の差の標準偏差をみると、全球解析での同化実験と同
様に海上及び中国大陸上で TESTの方が CNTLより
小さくなっており、第一推定値の対流圏中上層の水蒸
気場が改善していることが確認できた（図略）。顕著
な改善が確認できた予測事例として、平成 27年 9月
関東・東北豪雨の事例を示す。図 2.1.13は、2015年 9

月 9日 15UTCを対象としたメソモデル (MSM) の前
3時間積算降水量予測（3時間予測値）の比較である。
TESTでは、50 mm/3h以上が予測された領域（図中
の赤色で示される領域）が、実況の降水分布に近く、
BASE （ひまわり 8 号 CSR, MTSAT-2 CSR 共に無
し）では、降水の集中が弱いことがわかる。CNTLで
も BASEからの降水予測の改善が見られることから、
MTSAT-2 CSRデータの同化も降水を集中させる効果
があったことがわかる。
降水予測に差が見られた原因を確認するため初期場
での可降水量の分布を比較した。図 2.1.14は、CNTL,

TESTとBASEにおける 2015年 9月 9日 12UTC解析
値での可降水量の比較である。関東に南から流入する
水蒸気量（可降水量）が、TESTではより狭い範囲に集
中する表現になっており、陸上にも可降水量が大きい
領域が解析されている。CNTL, BASEでも同様に南の
海上からの水蒸気の流入が解析されているが、関東の
陸上ではTESTと比べて値は小さい。また図 2.1.15に
示すTEST, CNTLそれぞれのBASEからの差分から、
南の海上からの水蒸気の流れと、それを挟む東西の乾
燥域とのコントラストが TESTでより顕著であること
がわかる。これにより TESTでは CNTLや BASEに
比べより集中した降水予測となったと推測される。先
に示した図 2.1.12は、大雨をもたらした台風とそれに
伴う水蒸気を多く含んだ大気がまだ南海上にある 2015

年 9月 7日 12UTCのCSRデータの分布である。この
頃から台風の東側の太平洋高気圧圏内の比較的乾燥し
た晴天域と、朝鮮半島から九州にかけての上層の谷の
後面の乾燥域でひまわり 8号 CSRデータが多く同化
されていることがわかる。実験期間中、個々の解析時
刻でCNTLよりもTESTでより多くのCSRデータが
同化されたことに加え、データ同化サイクルを通して
解析値と第一推定値の対流圏中上層の水蒸気分布が現
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図 2.1.13 2015 年 9 月 9 日 15UTC を対象とした MSM の前 3 時間積算降水量の予測（3 時間予測値）の比較。(a) CNTL
(MTSAT-2 CSR), (b) TEST （ひまわり 8号 CSR）, (c) BASE （CSRなし）, (d) 解析雨量。それぞれ単位は mm/3h。
(a), (b)のコンターは地上気圧 [hPa] 、矢羽は地上風 [knot] を表す。

図 2.1.14 2015年 9月 9日 12UTCのメソ解析における可降水量 [mm] の比較。(a) CNTL, (b) TEST, (c) BASE。

図 2.1.15 2015年 9月 9日 12UTCの
メソ解析における可降水量 [mm] の
CNTL, TESTそれぞれの BASEか
らの差分。(a) CNTL−BASE, (b)
TEST−BASE。

実に近くなったことにより、降水予測の改善が得られ
た事例と言える。この実験により、ひまわり 8号 CSR

データの利用で予測精度が改善する結果が得られたの
で、2016年 3月 17日からMTSAT-2 CSRデータに替
えて、ひまわり 8号 CSRデータのメソ解析での現業
利用を開始した。
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図 2.1.16 全球解析で利用されるマイクロ波イメージャの輝
度温度データの分布例。2015年 8月 28日 18UTCの前後
3時間の観測データ。解析前処理での品質管理後、利用され
るデータが色付きの点で表示されている。赤色：GPM衛
星 GMI、緑色：DMSP F-16衛星 SSMIS、紫色：DMSP
F-17 衛星 SSMIS、橙色：DMSP F-18 衛星 SSMIS、水
色：GCOM-W衛星 AMSR2のデータを表す。黒色は、品
質管理処理で不使用とされたデータを表す。

図 2.1.17 左図：メソ解析で利用されるマイクロ波イメージャ
の輝度温度データの分布例。赤色は GPM衛星 GMI、水
色は GCOM-W衛星 AMSR2を表す。右図：メソ解析で
利用される解析雨量とマイクロ波イメージャの輝度温度
データから算出された降水強度データの分布例。2015 年
8 月 28 日 18UTC の前 3 時間の観測データ。色は降水強
度 [mm/h] を表す。灰色は観測範囲外を表す。

2.1.3 GPMマイクロ波イメージャ輝度温度の利用
開始

2014年 2月に米国航空宇宙局 (NASA)と国立研究開
発法人宇宙航空研究開発機構 (JAXA)により全球降水
観測計画 (GPM; Hou et al. 2014)の主衛星（GPM主衛
星）が打ち上げられ観測を開始した。GPM主衛星には、
降水観測のための「二周波数降水レーダー (DPR)10」
とマイクロ波イメージャGMIが搭載されている。後者
のGMIは、これまで全球解析、メソ解析で用いられて
きたTRMM衛星 11搭載マイクロ波イメージャTMIの
後継センサであり、数値予報精度の維持・向上のために
は継続的に同種の衛星観測データを利用することが必
要である。そこで、GMI輝度温度データを既存のマイ
クロ波イメージャの利用方法 (計盛 2011, 2015)と同様
に、全球解析では海上晴天域で同化し、メソ解析では
GMI輝度温度を海上非降水域で同化するとともに降水

10 DPRのメソ解析での利用については次項で説明する。
11 2015年 4月 8日に運用終了。

図 2.1.18 (a), (b) は、全球解析での夏実験期間の観測輝度
温度と第一推定値から求めた計算輝度温度との差の標準偏
差の CNTL からの変化率。(a) マイクロ波気温サウンダ
AMSU-A、マイクロ波水蒸気サウンダMHS、(b) マイク
ロ波イメージャ (AMSR2, SSMIS) についての結果。(c),
(d) は、 (a), (b) と同じ。ただしメソ解析の場合。横軸が
変化率 [%]、縦軸は観測輝度温度のチャンネルを表す。変
化率が負の場合は、第一推定値（予測値）の誤差の減少を
示す。誤差幅は差の有意判定で用いた 95%の信頼区間、丸
印は統計的に有意な差であることを示す。

域では輝度温度から算出した降水強度を同化 (Koizumi

et al. 2005)する。GMIには、マイクロ波放射の 183

GHz帯での水蒸気吸収を利用した新たな観測チャンネ
ルが 2つ追加されている。これらのチャンネルは、現
在利用中であるマイクロ波水蒸気サウンダMHSの観
測チャンネルと同じものであり、対流圏中上層の水蒸
気の情報が得られる。GMIの輝度温度データを利用す
る際は、これらの 183 GHz帯の 2チャンネルも追加す
ることにした。
図 2.1.16 に全球解析で利用されるマイクロ波イメー
ジャの輝度温度データの分布を示す。図中の赤点がGMI

輝度温度データである。図 2.1.17左図にメソ解析で利用
されるマイクロ波イメージャの輝度温度データを示す。
赤色の点がGMI輝度温度データ、水色の点はGCOM-

W衛星 12のマイクロ波イメージャAMSR2のデータで
ある。図 2.1.17右図は解析雨量と GMI, AMSR2から
得られる降水強度データの分布である。GMIデータの
追加により海上の観測データの空白域に観測データが
同化されることがわかる。これにより海上の水蒸気場
の解析精度が向上することが期待できる。
GMI輝度温度データを全球解析、メソ解析に追加し
た場合の数値予報への影響を調査するため、それぞれ
の数値予報システムを用いたデータ同化実験を 2015年
8～9月と 2015年 1月を対象に行った。図 2.1.18は、全

12 2012年 5月 18日打ち上げの JAXAの水循環変動観測衛
星。
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図 2.1.19 MSMによる 2015年 9月 9日 18 UTC（2015年 9月 9日 09 UTC初期値の FT=9）の前 3時間積算降水量予測の
比較。(a) CNTL （GMIなし）, (b) TEST （GMIあり）, (c) 解析雨量。それぞれ単位は mm/3h。矢羽は地上風 [knot]、
(a), (b) のコンターは地上気圧 [hPa] を表す。

球解析、メソ解析で既に利用中の衛星観測データ（マ
イクロ波気温サウンダAMSU-A、マイクロ波水蒸気サ
ウンダMHS、マイクロ波イメージャAMSR2, SSMIS）
による観測輝度温度と第一推定値から求めた計算輝度
温度の差の標準偏差について、GMI を追加した場合
(TEST) と GMIなしの場合 (CNTL) との差（CNTL

に対する TESTの変化率）を示している。負の値は、
GMIを追加利用することにより、既存の観測データの
観測値と第一推定値の差が小さくなったことを示し、
予測値である第一推定値の誤差の減少を意味する。実
験結果から全球解析、メソ解析ともに水蒸気に感度の
ある観測データ (MHS, AMSR2, SSMIS) で改善が見
られた。特に、MHSの観測チャンネル 3, 4, 5で見ら
れた改善は、GMIの 183 GHzチャンネルを新たに追
加したことによる効果と考えられる。図 2.1.18は 2015

年 8～9月の夏期間の実験結果であるが、2015年 1月
の冬期を対象とした実験結果でも同様の改善が確認さ
れ、GMIデータを利用することにより第一推定値の水
蒸気場が改善することがわかった。次に図 2.1.19に、
夏実験期間においてメソ解析で GMIを追加した場合
に降水予測に改善が見られた例（平成 27年 9月関東・
東北豪雨の事例）を示す。GMIを追加することで、海
上の水蒸気場の解析精度が向上し、海上から流入する
水蒸気がより実況に近く解析され、線状降水帯の予測
がより現実に近く表現された事例である。GMIのデー
タ同化実験の結果により、解析値、第一推定値の水蒸
気場の改善と、降水予測精度が改善することが確認で
きたため、2016年 3月 24日より全球とメソの数値予
報システムでGMI輝度温度データの利用を開始した。

2.1.4 GPM/DPRデータのメソ解析での利用開始
(1) はじめに
気象庁と国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構

(JAXA) は、全球降水観測計画 (GPM) 主衛星の観測
データの利用により降水予測精度の向上を図るため共

同で研究開発を進めてきた。その結果、降水予測精度
の向上が確認されたことから、2016年 3月 24日よりメ
ソ数値予報システムにおいて GPM主衛星の観測デー
タの現業利用を開始した (気象庁・国立研究開発法人
宇宙航空研究開発機構 2016)。GPM主衛星は、JAXA

と国立研究開発法人情報通信研究機構 (NICT) が共同
開発した「二周波降水レーダ (DPR) 」を搭載し、中
緯度帯から熱帯までの降水を観測している。こうした
衛星搭載型降水レーダーの現業的なデータ同化は、世
界の現業数値予報センターでは初となる (Ikuta 2016)。
ここでは観測データや同化手法の詳細には立ち入らず
概要を述べるにとどめ、主に DPRデータ同化がもた
らす予報特性の変化を報告する。

(2) DPR観測と同化手法の概要
DPRは、Ku帯の降水レーダー (KuPR) とKa帯の
降水レーダー (KaPR)で構成される。GPM主衛星は、
これら 2基のフェイズドアレイレーダーによって異な
る周波数帯の反射強度因子の 3次元分布を観測してい
る。異なる周波数で同じ水物質を観測することによっ
て、水物質の粒径分布や降水種別の高精度な推定が可
能となる。
メソ解析におけるDPRの同化手法としては、KuPR

とKaPRの反射強度因子から相対湿度プロファイルを
推定し、その推定された相対湿度プロファイルを 4次
元変分法で同化する方法を採っている。このDPRの同
化手法は、気象庁における地上気象レーダーの同化手
法と同様である (Ikuta and Honda 2011; 幾田 2015)。
無降水に関する情報は同化していないため、降水をも
たらす気象現象が発生している領域の上空を GPM主
衛星が通過しDPRがその降水を観測した場合にのみ、
DPRは同化される。
なおメソモデルの初期値は、00, 03, 06, 09, 12, 15,

18, 21UTCの 3時間毎に実行されるメソ解析で作成さ
れている。各解析の同化期間の長さは 3時間である。
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図 2.1.20 (a) 2015年 9月 7日 15UTCと (b) 2015年 9月 8日 00UTCをメソモデルの初期時刻とするメソ解析で同化された
KuPR観測。点は高度 3000 mの降雨補正済みレーダー反射因子。
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図 2.1.21 初期時刻を 2015年 9月 8日 00UTCとする (a) CNTLと (b) TESTの予報時間 33時間における 3時間積算降水量
(単位： mm/3h) 、地上風 (長い矢羽一本が 10 kt) 、海面更正気圧 (単位： hPa) の予測値。(c) 2015年 9月 9日 09UTCの
解析雨量の 3時間積算降水量 (単位： mm/3h) とアメダスの風 (長い矢羽一本が 10 kt) の観測値。

この 1日 8回の解析のうち、DPRの観測パスがデータ
同化期間中に同化対象領域内に入る回数は 2∼4回程度
である。また DPRの観測パスがデータ同化領域内に
入ったとしても、DPRの観測パスと降水現象が重なる
機会は限られている。

(3) 同化のインパクト
DPRを同化できる機会は限られているが、DPRの

同化がもたらす予測精度の向上は大きい。それを証明
する良い事例を以下に示す。例示する事例は平成 27年
9月関東・東北豪雨である。この事例では初期時刻 2015

年 9月 7日 15UTC (INI A: 図 2.1.20(a)) と初期時刻
2015年 9月 8日 00UTC (INI B: 図 2.1.20(b)) におけ
るDPR同化が豪雨の予測精度に影響を与えた。INI A

の同化期間内では、GPM主衛星の観測パスは台風第 17

号の西にあり、DPRは台風周辺のレインバンドを観測
していた。このDPRを同化することによって、INI A

では台風第 17号周辺の水蒸気場が修正された。INI A

での修正の効果は、現業データ同化システムの解析予

報サイクルによって次の初期時刻の解析と予報へと引
き継がれた。そして更に INI Bにおいて、DPRは東
海道沖から東海地方にかけて降水を観測し、その同化
によって東海道沖を中心に水蒸気場が修正された。
これら一連の DPR同化の効果を調べるため対照実
験を行った。ここで CNTLはDPRを同化していない
実験結果を指し、TESTは DPRを同化した実験結果
を指す。図 2.1.21は CNTLと TESTの INI Bの予報
時間 33時間及びその対象時刻 2015年 9月 9日 09UTC

の解析雨量の 3時間積算降水量を示したものである。
この時刻において豪雨をもたらした降水系が関東地方
にあったことを解析雨量は示している。CNTLでは関
東地方で南北に広がる降水域は観測された降水域より
も狭く、観測よりも東に予測した。さらに、甲信地方
から東海地方の予測降水量は観測よりも過大であり、
5 mm/3h 以下の降水も広く分布した。降水の水平分
布については、観測では降水系は関東に集中している
が、CNTLでは関東と甲信地方の二つに分離して予測
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している。TESTでは、INI Bで DPRが同化された
効果で予測開始直後の東海地方の降水量予測の精度が
向上した。そして TESTの予報時間 33時間では関東
地方で南北にのびる降水域の降水域の位置とその広が
りはCNTLと比較して観測に近い予測となった。また
TESTではCNTLで予測していた関東と甲信地方に二
つに分離した降水域が無く関東地方で観測された降水
の集中を再現できた。
以上をまとめると、この事例では、まず INI Aで関

東に豪雨をもたらした降水系の風上側で DPRが同化
され水蒸気場が修正された。そして、その効果が解析
予報サイクルによって次回以降の解析と予報に引き継
がれた。その結果として、関東の降水系の風上に相当
する日本の南の海上における水蒸気の予測精度が向上
し、INI Bを初期値とする予報において 30時間を超え
るリードタイムでの豪雨の予測精度が大きく向上した。

(4) DPR同化の影響に関する留意点
予測精度への影響という観点からは、将来の降水の

引き金となる降水現象に対する DPR観測が同化され
る場合に降水予測精度の向上が期待できる。その同化
の効果は解析予報サイクルにより次回以降の解析と予
報に引き継がれ、関連する降水系が世代交代するまで
持続する。ただし、観測幅の狭い DPRが防災上重要
な降水の引き金となる現象を捉える機会は限られてい
る。MSMの降水予測に対してDPR同化のインパクト
を期待する場合、上記についてご留意いただきたい。

2.1.5 GNSS掩蔽観測データのメソ解析での利用
開始

(1) はじめに
メソ解析では、2016年 3月 24日からGNSS (Global

Navigation Satellite System) 掩蔽観測データの利用
を開始した。本項ではデータ特性、利用方法の概要、
およびデータ同化による解析値、予測値への影響につ
いて解説する。GNSS掩蔽観測の原理については津田
(1998)、小澤・佐藤 (2007)に詳しく記述されているの
で、これらを参照いただきたい。

(2) GNSS掩蔽観測データの特性
GNSSとは衛星測位システムの総称である 13。GNSS

掩蔽観測では、電波受信機の位置に対し、高度約2万 km

を飛行する測位衛星が地平線に沈む（または昇る）タ
イミングで測位衛星からの電波を電波受信機で受信し、
大気の影響による電波の遅延量を計測する。大気遅延
量は測位システムでは誤差の要因となる一方、遅延量
を解析することで、大気の気温や水蒸気の鉛直分布に関
する情報を得ることができる。数値予報では通常、高度
1,000 km以下の低軌道 (LEO: Low Earth Orbiting)衛

13 衛星測位システムを一般にGPS (Global Positioning Sys-
tem) と呼ぶことがあるが、これは本来米国の衛星測位シス
テムの固有名称であるため、本項では総称である GNSS を
用いる。

図 2.1.22 メソ解析で利用された GNSS 掩蔽観測データの
分布例（2016 年 4 月 21 日 06UTC）。鉛直方向は、メソ
モデルのモデルトップ付近となる 22kmまでを描画範囲と
している。青色は同化されたデータ、桃色は品質管理処理
で除外されたデータ、黒色は観測データの地表への投影位
置を示す。

星に搭載された受信機による観測データを利用する。
GNSS掩蔽観測は精密時計による測定のため、高精
度かつ較正が不要の観測とされる。このため、数値予
報システムでは他の観測データが持つバイアスを補正
するための基準としての役割も果たし、解析値の品質
を保つための重要な観測データの一つとなっている。
また、データが全球的に分布していることや、高い鉛
直分解能をもつことも特徴である。
GNSS掩蔽観測のデータ処理では、LEO衛星が受信
する電波の遅延量からまず屈折角が算出され、屈折角
から屈折率が算出される。このため、屈折角は屈折率
より観測値に含まれる変換誤差が少ない。気象庁では、
2007年 3月に全球解析において掩蔽観測による屈折率
データの利用を開始し (小澤・佐藤 2007)、その後新規
衛星の追加や処理の改良を経て、2014年 3月に屈折角
データの利用に移行している (大和田 2015a)。

(3) データの利用方法
今回、メソ解析で利用を開始した GNSS 掩蔽観測
データ（以下、掩蔽データ）の利用方法は、全球解析
で既に利用されている衛星 14に加えて TanDEM-X衛
星 15とGRACE-B衛星 16のデータを利用しているこ
と以外は大和田 (2015b)のとおりである。主な仕様を
以下に述べる。

14 2016 年 9 月現在、全球解析では GRACE-A, Metop-A,
Metop-B, COSMIC, TerraSAR-Xの各衛星の掩蔽データを
利用している。

15 ドイツの合成開口レーダー衛星。
16 米国・ドイツの重力気候実験衛星。GRACE-AとGRACE-
Bで構成される。
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図 2.1.23 夏実験における解析値（気温 [◦C]）の実験期間平均値の差（赤青塗り分けは TEST−CNTL）と CNTLの平均値（黒
線）。 (a) は 200 hPa面、 (b) は 500 hPa面、 (c) は 850 hPa面の値を示す。

・屈折率データの利用
屈折率同化のための観測演算子は、観測点周囲の
大気の情報のみ必要とするが、屈折角の場合は観
測点より上空の大気の情報も必要とする。そのた
め、モデルトップが 10 hPa（約 30 km）より低
い場合は屈折率データを利用する方が妥当とされ
る (Healy 2008)。メソモデルのモデルトップは約
22 kmで、大和田 (2015b)でも屈折率を利用した
方が改善が大きかったことから、メソ解析では屈
折率を利用することにした。

・利用する LEO衛星データ
全球解析では未使用の TanDEM-X 衛星と
GRACE-B衛星のデータ特性を調査し、品質に問
題ないことが確認できた。そのため、全球解析で
利用している衛星に加え、これらの衛星のデータ
も利用することにした。

・データ間引き、品質管理
水平、鉛直方向ともに掩蔽データの間引きは行わ
ない。品質管理ではグロスエラーチェックを行う。

図 2.1.22はメソ解析における掩蔽データの分布例で、
この初期値では鉛直方向に連なる 8プロファイルのデー
タが利用されている。メソ解析では初期値によって多
寡はあるが、ほぼ毎回の解析時刻で入電があり、多い場
合には 20プロファイル程度のデータを利用できる。基
本的に 1日 2回のラジオゾンデ観測と比較して、デー
タ利用の機会が多いことが掩蔽データの利点の一つで
あり、特に 1日 8回実行のメソ解析では重要となる。

(4) 解析及び予報へのインパクト
メソ解析での掩蔽データ利用の影響について、大和

田 (2015b)は気温の解析値の変化が 700 hPaより上層
で比較的大きく、ラジオゾンデ利用に近い効果がある
とし、対流圏上層の高度場の改善や、海面更正気圧の
予測誤差改善などを示した。その後、メソ解析では背
景誤差更新（第 2.2節参照）などの変更があったこと
から、現業利用に先立ち、同化実験により改めて掩蔽
データ利用の影響を確認した。
実験は 2014年 12月 5日～2015年 1月 14日、2015

図 2.1.24 夏実験における解析値、第一推定値からのラジオ
ゾンデ観測値（気温）の差。上図は解析値、第一推定値と
観測値の差（バイアス）を示し、横軸がバイアス [K]。実線
は解析値−観測値、破線は第一推定値−観測値で、ともに
黒線は CNTL、赤線は TESTであることを示す。下図は
第一推定値−観測値の標準偏差について TESTの CNTL
に対する変化を示し、横軸が変化率 [%]。変化率が負の場
合は第一推定値の誤差の減少（改善）を示す。エラーバー
は 95%信頼区間、丸印は統計的に有意な差であることを
示す。

年 8月 2日～9月 11日の期間を対象とし、2015年 12

月時点の数値予報ルーチンと同等のシステムを用いた。
屈折率を利用しない設定を CNTL、屈折率を利用する
設定を TESTとする。夏実験と冬実験の結果を比較す
ると、概ね同様の変化傾向を示したが、冬実験は変化
の幅が小さく、予測結果も基本的に中立となるものが
多かった。ここではインパクトの大きかった夏実験の
結果を示す。
図 2.1.23は、実験で得られた解析値（気温）の期間
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図 2.1.25 夏実験におけるジオポテンシャル高度の対ゾン
デ検証 (FT=21) 。 (a) は平均誤差 (ME) , (b) は
TEST と CNTL の ME の差、 (c) は平方根平均二乗誤
差 (RMSE) , (d) は RMSEの変化率で負値が改善を示す。
(b) , (d) のエラーバーは 95%信頼区間を示す。

平均値の差分 (TEST−CNTL) の平面分布を示す。対
流圏中層から上層の解析値において領域全体での系統
的な変化がみられ、特に 200 hPaで気温が下がる傾向
が顕著である。図 2.1.24の上図は、解析値、第一推定
値とラジオゾンデ観測値（気温）の差（バイアス）を示
す。300 hPaより上層で解析値、第一推定値ともにゾン
デと比較して高温となるバイアスがあるが、図 2.1.23

でみられた変化に対応して、TESTでは 200 hPa付近
を中心にバイアスが軽減されている。図 2.1.24の下図
は、第一推定値とゾンデ観測値との差の標準偏差につ
いて TESTと CNTLとの違いを示す。屈折率の利用
により、解析値および第一推定値がその他の観測値と
整合する方向に変化（改善）している。
予測値では、ジオポテンシャル高度の対ゾンデ検証

において、400 hPaより上層で平均誤差、平方根平均
二乗誤差の減少が FT=21付近まで持続し、改善を示
している（図 2.1.25）。海面更正気圧の予測誤差も夏季
において負バイアスが軽減され（図略）、これらの結果
は大和田 (2015b)と整合的である。

降水予測については、大和田 (2015b)では中立の結
果が得られていたが、今回の実験では、冬実験は中立、
夏実験は弱い雨でやや改悪傾向、強い雨でやや改善傾
向であった（図略）。

(5) まとめ
メソ解析では、2016年 3月 24日からGNSS掩蔽観
測の屈折率データの現業利用を開始した。実験からは、
解析値、予測値において特に気温、高度のプロファイ
ルが改善することを確認できた。
今後の課題として、将来メソモデルのモデルトップ
が引き上げられた場合には、より変換誤差の少ない屈
折角の利用を検討する。

2.1.6 マイクロ波散乱計の全球解析での利用方法の
変更及びメソ解析での利用開始

(1) はじめに
マイクロ波散乱計（以下、単に散乱計と記す）は海
洋上の風ベクトルを推定する測器である。この測器は
一般に極軌道衛星に搭載され、測器から海面に向けて
マイクロ波を発射し、海面で散乱されて戻ってきた後
方散乱の強度を基に風ベクトルを算出する 17。海上風
の観測としては他にも船やブイによる現場観測がある
が、それらに比べて散乱計は広い範囲で密に推定でき
ることから、面的に得られた風ベクトルから低気圧等
に伴う風の循環や前線上のシアーの情報を抽出するこ
とができる。このように、擾乱に関するより詳細な情
報を解析システムに伝えることが可能であることから、
数値予報システムにとって非常に重要なデータとなっ
ている。
気象庁の全球数値予報システムでは 2009年 7月から

Metop-A衛星搭載の散乱計 ASCAT-Aを、2013年 11

月から Metop-B衛星搭載の散乱計 ASCAT-Bを現業
利用している (髙橋 2010; 守谷ほか 2014)。ここでは、
2015年度に現業化された全球解析におけるASCAT海
上風の利用方法の変更およびメソ解析におけるASCAT

海上風の利用開始に関して、現業化にあたって実施し
た調査について述べる。

(2) 全球解析における ASCAT海上風の利用方法の変
更

髙橋 (2010)のとおり、ASCAT-A海上風データの利
用にあたっては、高風速域においてD値（第一推定値
に対する観測値の差）の平均が負の値を持っていたた
め、風速が 15 m/sより大きいデータを排除（風速制
限）してきた。また同時に、開発過程で問題となった南
半球の予測精度の悪化を最小限に抑えるために、30◦S

以南の観測誤差を他の領域に比べて 1.5倍する措置（観
測誤差膨張）をとった (髙橋 2010)。これらはその後に
利用を開始した ASCAT-B海上風データに対しても同
様に適用された。

17 散乱計の詳細な観測原理については太原 (1999)を参照。
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図 2.1.26 全球システム更新前後における風速別の風速D値
平均。赤線と青線はそれぞれGSM1403とGSM1304にお
ける結果を表す。横軸は風速閾値、縦軸は風速バイアスで
ある。統計期間は 2013年 8月である。

その後、全球数値予報システムの改善に伴って海上
風予測の精度が向上し、第一推定値のバイアスが徐々
に軽減されてきた。図 2.1.26に特に大きな改善がみら
れた 2014年 3月に現業化された全球数値予報システム
(米原 2014)の更新前後の風速別の風速 D値平均を示
す。風速 15 m/s以上でみられていた風速の負バイアス
が更新前 (GSM1304) に比べて更新後 (GSM1403) で
は小さくなったことがわかる。このことから風速制限
を廃止した場合の影響を調査するために全球サイクル
実験を実施した 18。実験ではD値特性が変化した後の
ASCATのインパクトを改めて調査するために、本来
不要である観測誤差膨張の措置もとっていない。以下
では、現業システムによる実験をCNTL、CNTLに対
して風速制限と観測誤差膨張を廃止した実験を TEST

と呼ぶ。実験期間は 2014年夏と冬のそれぞれ約 1か月
間である。
図 2.1.27にブイ観測を真値とした場合の第一推定値

の誤差の標準偏差の変化率を示す。南半球を中心に第
一推定値の精度が改善したことがわかる。南半球で特
にインパクトがあった理由は、観測誤差膨張が廃止さ
れたことおよび南半球では他の地域よりも高風速デー
タの割合が大きいからであると考えられる。また、図
2.1.26が示すように、全球システム更新後においても
高風速域における風速 D 値が残っているにもかかわ
らず高風速データの利用により正のインパクトが得ら
れたのは、風速の絶対値に対して問題にならない程度
にまでD値平均が小さくなったためだと思われる。図
2.1.28に解析値を真値とした場合の風速の 48時間予測
値の RMSE改善率を示す。ここではリードタイム 48

時間の結果を示したが、夏冬の両実験ともに南半球で
リードタイム 72時間までの予測値で改善する傾向が確
認された。海面更正気圧や 500 hPa高度等、その他の

18 ASCAT海上風プロダクトの提供元によれば、良好な品質
であるのは風速 25 m/sまでのデータであることから、実際
には風速 25 m/sまでの利用とした。
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図 2.1.27 ブイ観測を真値とした場合の領域別の第一推定値
の誤差の標準偏差の変化率 σTEST−σCNTL

σCNTL
（マイナスの場

合に改善を表す）。上段と下段の図はそれぞれ風速と海面
更正気圧、左列と右列の図はそれぞれ冬実験と夏実験の結
果を表す。横軸は変化率、縦軸は北半球、熱帯、南半球の
領域を表す。エラーバーは 95% 信頼区間を表し、有意で
ある場合にはドットを記した。
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図 2.1.28 解析値を真値とした場合の領域別の風速の 48時
間予測値のRMSE改善率 RMSECNTL−RMSETEST

RMSECNTL
（プラ

スの場合に改善を表す）。左図と右図はそれぞれ冬実験と
夏実験の結果を表す。横軸は改善率、縦軸は高度である。
緑線、黄線、赤線および青線はそれぞれ全球、北半球、熱
帯および南半球を表す。大きなドットは有意水準 0.025で
片側検定を行った結果、統計的に有意であることを表す。

主要な指標についても同様の傾向であった。
以上から、ASCAT海上風の利用以来とってきた風速
制限や観測誤差膨張の措置が不要となったことが確認
されたため、2015年 10月 8日 00UTCより廃止した。

(3) メソ解析における ASCAT海上風の利用開始
メソ解析では 2009年 11月まで利用されていた Sea-

Winds海上風以来、海上風ベクトルは同化利用されて
こなかった。原因は ASCAT-A打ち上げ後の初期の調
査において強雨域における降水の予測精度等に悪化が
見られたためであったが、年々のメソ数値予報システ
ムの改良により第一推定値の精度が改善され、近年で
は ASCAT利用によるメリットを引き出すことができ
るようになってきた (守谷 2015)。以下では、最新の
メソ数値予報システムにおける ASCAT海上風利用の
インパクトを調査するために実施したメソサイクル実
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図 2.1.29 ゾンデ観測と航空機観測を真値とした場合の冬実
験における風速の第一推定値の誤差の標準偏差の変化率
σTEST−σCNTL

σCNTL
（マイナスの場合に改善を表す）。左図はゾ

ンデ観測を、右図は航空機観測を真値とした場合の結果。
横軸は変化率、縦軸は高度である。エラーバーは 95%信
頼区間を表し、有意である場合にはドットを記した。

験の結果を示す。現業システムによる実験を CNTL、
CNTLに対してASCAT海上風を同化利用した実験を
TESTと呼ぶ。実験期間は 2014年夏と冬のそれぞれ
約 1か月間である。
図 2.1.29に冬実験におけるゾンデ及び航空機観測を

真値とした場合の風速第一推定値の誤差の標準偏差の
変化率を示す。下層を中心に第一推定値が改善した。夏
実験においては下層は中立であったものの、他の層を
含めると全体的に改善傾向であった（図略）。図 2.1.30

に解析雨量を真値とした場合の夏実験における降水ス
コアを示す。僅かな差であるが、15 mm/3h以上にお
いてスコアが改善傾向を示しており、比較的強い降水
の予測精度に向上がみられる。このことは冬実験にお
いても同様の傾向であった。本実験では明瞭なものは
確認できなかったが、調査の中で実施したいくつかの
実験では熱帯低気圧等の循環を比較的長いリードタイ
ムで表現できるようになった事例もあった。海上風同
化によって擾乱における風の解析場や予報場の表現が
向上したことを通じて、降水予測の精度が改善したと
考えられる。これらの結果に基づき、2015年 12月 24

日より、現業メソ解析での ASCAT海上風の利用を開
始した。

2.1.7 METAR地上気圧の利用開始
2015年 10月 8日より、全球解析においてMETAR

報 19の地上気圧データの同化利用を開始した。本項で
は、METAR報の地上気圧データの概要、及び同化利
用することによる改善点について説明する。

(1) METAR報の地上気圧データの概要
METAR報は空港における気象状況を数十分から 1

時間ごとに通報するものである。METAR報の通報地
点は世界各国に存在し、その数は約 4000地点である。
METAR報で通報される観測の中には、地上気圧・気

19 METAR（定時飛行場実況気象通報式）及び METAR
AUTO（自動飛行場実況気象通報式）として通報されるも
のを指す。本項では簡便のため、これらを併せて「METAR
報」と表記する。
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図 2.1.30 解析雨量を真値とした場合の夏実験における降水
スコア。1段目はバイアススコアの値、2段目はバイアス
スコアの差 (TEST−CNTL) 、3 段目はエクイタブルス
レットスコアの値、4段目はエクイタブルスレットスコア
の差 (TEST−CNTL) である。2, 4 段目の+、ｘはそれ
ぞれサンプルの最大値／最小値、中央値を表す。また、エ
ラーバーは 95 %信頼区間を示す。

温・風などの数値予報の精度向上を図る上で有用と考え
られる情報が含まれていることから、気象庁において同
化利用のための開発を順次行っていくことを計画してい
る。このうち地上気圧データについては、QNH20（高
度計規制値）として通報された物理量を地上気圧として
同化利用する等の品質管理法の詳細を髙坂 (2015)で報
告したところである。METAR報の地上気圧データの
品質を調査した結果、既に同化利用されている SYNOP

（地上実況気象通報式）報の地上気圧データと同等の品
質であることを確認できたことから、今回、全球数値
予報システムでの同化利用を開始した。

(2) METAR報の地上気圧データを同化利用すること
による改善点

METAR報の地上気圧データを同化することによる
解析・予測精度への影響を調査するため、全球数値予
報システムによるサイクル実験を行った。実験期間は、
2014年 6月 10日から 8月 11日（以下、夏実験）、及
び 2013年 12月 10日から 2014年 2月 11日（以下、冬

20 QNHは、飛行場で観測された気圧を国際標準大気に基づ
いて平均海面に更正した値と定義されている (ICAO 2011) 。
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図 2.1.31 2014年 6月 10日 00UTCにおける地上気圧デー
タの分布。上が CNTL、下が TEST。緑色及び青色の点
はそれぞれ同化利用された SYNOP 報及び METAR 報
の通報地点、黒点は同化利用されなかった SYNOP 報と
METAR報の通報地点である。

実験）である。以降、2014年 9月時点の現業数値予報
システムを CNTL、CNTLに METAR報の地上気圧
データを同化したものを TESTとする。
図 2.1.31は、同化利用された地上気圧データの分布

である。METAR報の追加により、米国で同化利用さ
れる地上気圧データが高密度に分布するようになった
ことが分かる。また、CNTLではアフリカ大陸や太平
洋の島嶼など SYNOP報の通報地点の希薄な地域が存
在するが、TESTではこれらの空白域を補完している。
このようにして、同化利用された地上気圧データの数
は、1解析あたり平均で約 600地点（CNTLにおける
地上気圧データの同化利用数の約 10%）増加した。ま
た、METAR報の通報地点のうち約半数は SYNOP報
の通報地点と同一もしくは隣接した地点であるが、こ
れらの領域ではMETAR報か SYNOP報のいずれか一
方が同化利用されるようになる。これにより、双方が
互いにバックアップの機能を果たすようになり、入電
障害等によるデータ欠落時における解析精度の低下を
軽減する効果が期待できる。
図 2.1.32 は、海面更正気圧の平均解析値の差

(TEST−CNTL) である。夏実験・冬実験共に、アメ
リカやアフリカ大陸、太平洋の島嶼など、METAR報
の追加により地上気圧データの同化利用数が増加した
領域で主に差が生じていることが確認できる。次に、
解析値に見られた変化の妥当性を見ていく。図 2.1.33

図 2.1.32 海面更正気圧 [hPa] の平均解析値の差
(TEST−CNTL) 。塗りつぶしは平均解析値の差、
黒の等値線は CNTL の平均解析値である。上が夏実験、
下が冬実験。

図 2.1.33 SYNOP 報の地上気圧データで見た、観測値
と解析値の差 (AN Departure) の標準偏差について、
TEST の CNTL に対する変化率。横軸は AN Depar-
ture の標準偏差の変化率 [%]、縦軸は検証領域で上か
ら北半球 (20◦N−90◦N) 、熱帯 (20◦S−20◦N) 、南半球
(90◦S−20◦S) 。AN Departure の標準偏差の変化率が負
であることが改善を示す。図中の誤差幅は差の有意判定で
用いた 95%信頼区間を示し、赤点は差が統計的に有意であ
ることを示している。左が夏実験、右が冬実験。

は、SYNOP報の地上気圧データで見た、観測値と解
析値の差（以下、AN Departure）の標準偏差の変化率
である。いずれの実験期間・検証領域においても、AN

Departureの標準偏差の変化率が負となっていること
が分かる。このことは、METAR報の地上気圧データ
を同化したことによる解析値の変化が既存の観測と整
合する変化であることを意味しており、解析値の精度
が向上したと考えられる。なお、予測精度は概ね中立
であった。
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2.1.8 国内ラジオゾンデ高解像度観測データのメソ
解析での利用開始

ラジオゾンデの高解像度観測データとは、ラジオゾ
ンデ飛揚開始からの数秒間隔の観測値とともに、上空
の風に流されて移動するラジオゾンデの位置情報も格
納された、時空間的に非常に解像度の高い高層気象観
測データである。この高解像度観測データは、伝統的文
字通報式 (TAC: Traditional Alphanumeric Code) で
あるTEMP 21報に対して、BUFR 22 形式で格納され
ることから、以降では高解像度 BUFR報と呼ぶ。
気象庁では、メソ解析において国内ラジオゾンデ観

測の高解像度 BUFR 報を利用する改良を行い、2016

年 3月 24日から現業利用を開始した。本項では、改良
のポイントとして高解像度BUFR報の利用手法を解説
し、サイクル実験の結果から解析や予報に与える影響
について述べる。

(1) 改良のポイント
ここでは主に高解像度BUFR報をどのように利用す

るかについて簡潔に説明する。特に品質管理やデータ
選択に関する検討過程は酒匂 (2015)でも述べているの
でこちらもあわせて参照していただきたい。

高解像度 BUFR報に対する品質管理
高解像度BUFR報には数秒間隔の観測値が格納され

ており、そのデータ数は指定気圧面や特異点の観測値
のみを報じるTEMP報と比べて圧倒的に多く、一時的
なノイズ等による異常値が混入する可能性が高くなる。
このため、数秒毎の連続観測値に対して一定閾値を超
えるような極端な変動がないか、また位置情報につい
ても不自然な移動をしていないか等をチェックする品
質管理を導入している。

高解像度 BUFR報からのデータ選択
気象庁のメソ解析で用いている 4次元変分法による

データ同化システムでは、観測データ間で誤差相関が
ないことを仮定している。このため、鉛直方向に高密
度なデータである高解像度 BUFR報を利用するには、
鉛直誤差相関を持たないようにデータを適切に間引く
必要がある。そこで、酒匂 (2015)で述べたように、高
解像度BUFR報に格納された各データの観測時刻を用
いて、予め設定した時間間隔に従いデータを選択して
同化利用する手法を導入している。但し、単に時間間
隔だけで決めるのではなく様々な調整をしてデータを
選択する。その調整の一つが選択データ間の気圧高度
差に下限値を設定していることである。通常、ラジオ
ゾンデは気球と共にほぼ一定の速度で上昇するが、例

21 高層実況気象通報式。100 hPa 面から下層の指定気圧面
（A部）および特異点（B部）、100 hPa面より上層の指定気
圧面（C部）および特異点（D部）を報じる。

22 二進形式汎用気象通報式。Binary Universal Form for the
Representation of meteorological data の略。伝統的文字通
報式よりも柔軟性と拡張性を持つ通報式である。

表 2.1.3 高解像度 BUFR報からのデータ選択の設定

えば強い雨や雪の天候時に飛揚した場合や気球にピン
ホールが生じた場合等に上昇速度が極端に低下するこ
とがある 23。このような場合には鉛直方向に近接する
データが多数選択される可能性があるため、選択され
るデータ間ではある程度の気圧高度間隔が確保される
よう調整している。また、酒匂 (2015)で示された高度
別相関係数の調査では、下層の風が上層と比べて相関
の小さくなる時間間隔がやや長かったことを考慮して、
最下層では風を他要素よりもさらに半分に間引いて利
用する。これらの設定の詳細については表 2.1.3に示
したとおりである。こうして高解像度BUFR報から選
択したデータは、さらに解析前処理として内的 QCや
外的QCの処理が実施され (佐藤 2012; 大野木 1997)、
その正確な観測位置を考慮して同化される。
ここで 2014年 12月 5日 00UTCのメソ解析におけ
る福岡のラジオゾンデ観測の利用例を図 2.1.34及び図
2.1.35に示す。従来の TEMP報を利用した場合には、
100 hPa面から下層の指定気圧面と特異点の一部が解
析で使用される 24。しかし、改良後すなわち高解像度
BUFR報を利用した場合では、指定気圧面や特異点と
いった特定レベルに関係なく、従来よりも多くのレベル
の観測データを正確な観測位置で使用できることがわ
かる。さらにこの例では、高解像度BUFR報を利用す
ることによって、従来よりもさらに高高度の観測デー
タを使用することができている。これは 100 hPaより
上空の観測データである TEMP 報の C, D 部がラジ
オゾンデ観測終了後に報じられるのに対し、高解像度
BUFR報にはその時点までに内部処理された観測デー
タが格納されるため、結果的に従来よりも上空の観測
データを早く利用できることが多くなるからである。

23 前者は気球への着氷や着雪により重みが増すこと、後者は
気球からゆっくりとガスが漏れ抜けていくことで、それぞれ
浮力が小さくなってしまうことに起因する。

24 メソ解析の観測データ入電打ち切り時刻（解析時刻の約 50
分後）までに TEMP 報の A, B 部（100 hPa 面から下層）
は入電しているが、C, D部（100 hPa面より上層）は間に
合っていない。
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なお、酒匂 (2015) で検討していた空間代表性を考
慮するための観測データの平滑化については導入しな
かった。これは複数の短期サイクル実験を実行して平
滑化の有無による予測精度へのインパクトを比較した
ところ、平滑化しない方が僅かながら良い結果であっ
たためである。

オゾンゾンデ観測データの利用
気象庁はメソ領域内では 3地点（札幌・つくば（館

野）・那覇）で週 1回オゾンゾンデによるオゾンの鉛直
分布の観測を実施している 25。オゾンゾンデはオゾン
センサ部とGPSゾンデ部で構成されている。このGPS

ゾンデ部は高層気象観測現業のラジオゾンデ観測（以
下、高層現業ゾンデ観測）で使用するものと同一で、気
温や湿度等も同時に観測しているが、その主目的はオ
ゾンの観測であり高層現業ゾンデ観測のようにTEMP

報を作成するシステム設計にはなっていない。しかし、
各サイトシステムから観測の生データを収集して高解
像度BUFR報を作成する「高層気象観測データ統合処
理システム」の導入によって、高層現業ゾンデ観測と
同一サイトシステムである札幌とつくば（館野）につ
いてはオゾンゾンデ観測の高解像度BUFR報を利用す
ることが可能になった。但し、図 2.1.36 に示すように
オゾンゾンデ観測は高層現業ゾンデ観測よりもゾンデ
の上昇速度が遅い 26 ため、その高解像度 BUFR報を
メソ解析で利用する場合には、前述のデータ選択パラ
メータに一定比率を乗じて高層現業ゾンデ観測の場合
と同程度までデータを間引くように調整している。

国内ラジオゾンデ観測を安定利用するための設定
国内ラジオゾンデ観測について、従来の TEMP報

の利用から高解像度BUFR報の利用へ完全に切り替え
た場合、仮に処理システムの障害等によって高解像度
BUFR報が利用できなくなれば、ラジオゾンデによる
高層気象観測の結果がメソ解析に反映されず、その精
度に影響が出る可能性がある。このため、もし高解像
度BUFR報が利用できない国内観測地点がある場合に
はその地点は従来どおり TEMP報を利用する仕様と
している。

(2) 解析及び予報へのインパクト
前述の手法を用いて国内ラジオゾンデ観測の高解像

度BUFR報を同化利用するサイクル実験を実行し、解
析及び予報へのインパクトを確認した。実験は 2015年
8月 2日～9月 11日（夏実験）、2014年 12月 5日～
2015年 1月 14日（冬実験）を対象期間とした。
メソ解析で新しい初期値を作成する際にその基とな

る第一推定値について、改良前後でそれぞれ既存の観
測データとの整合性を比較した。図 2.1.37に冬実験に

25 毎週水曜の 06UTCに実施するが、雨天や強風が予想され
る場合は日をずらしている。

26 低高度での気球破裂を防ぐために気球に充填するガス量を
減らしている。

図 2.1.34 2014年 12月 5日 00UTCの福岡のラジオゾンデ
観測のエマグラム。赤：気温、青：露点温度、緑：相対湿
度。(a) 改良前（TEMP 報を利用）と (b) 改良後（高解
像度 BUFR報を利用）。丸印は解析で使用されたデータ、
星印は解析前処理の品質管理でリジェクトされたデータを
示す。

図 2.1.35 改良後に 2014 年 12 月 5 日 00UTC メソ解析で
利用される福岡のラジオゾンデ観測の 3 次元空間図。星
印は利用データの位置を示し（一部データにはその気圧高
度も付記）、点線はそこから地上への投影を表す。青矢印
線はラジオゾンデの飛揚開始地点の直上を表し、改良前は
TEMP報をこの直上での観測として利用している。
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図 2.1.36 2015年 8月 13日の札幌における高層現業ゾンデ
観測とオゾンゾンデ観測の上昇高度の時間経過。横軸は飛
揚開始からの経過時間 [分] 、縦軸は上昇高度 [m] を表す。
赤線が高層現業ゾンデ観測 (00UTC) 、青線がオゾンゾン
デ観測 (06UTC) を示す。

図 2.1.37 冬実験における航空機データの観測値と第一推定
値の差の標準偏差について改良前に対する変化率。それぞ
れ (a) 気温、(b) 東西風についての結果で、横軸が変化率
(%) 、縦軸が気圧高度 (hPa) を表す。変化率 (%) が負値
であれば観測値に対する第一推定値の誤差減少を意味する。
誤差棒は 95%の信頼区間、丸印は統計的に有意な差である
ことを示す。

おける航空機データの観測値と第一推定値の差の標準
偏差について改良後の改良前に対する変化率を示す。観
測値に対して第一推定値の誤差が減少しており、改良
後すなわち高解像度BUFR報の利用によって、第一推
定値が観測値と整合する方向になり改善していること
がわかる。このように、改良後は全てではないものの
多くの既存の観測データと整合が良くなっており、特
に冬実験でこの傾向が見られた。これは冬季の方が上
空の強風によってラジオゾンデが流されやすいことを
踏まえると、ラジオゾンデ観測の使用データ数の増加
だけではなく正確な観測位置でのデータ同化による効
果も大きいと考えられ、解析予報サイクルを通じた正
のインパクトとして現れているものとみられる。メソ
モデルでの降水予測では夏冬ともに概ね同等以上とい
う結果が得られ、図 2.1.38に示したような幾つかの事
例では強雨域の予測に改善が見られた。一方、気温や
相対湿度等について対地上観測や対ラジオゾンデ観測
で予測誤差が僅かに縮小した要素もあったが、全体と
しては概ね中立で、改良前後で特徴的な変化は見られ
なかった（図略）。
以上の結果から、国内ラジオゾンデ観測の高解像度

BUFR報を利用することによって、メソ解析やメソモ

図 2.1.38 2015 年 8 月 25 日 03UTC 初期値の FT=9 にお
ける (a) 改良前と (b) 改良後の海面気圧、地上風、前 3時
間降水量の予測値、及び (c) 対応する時刻の解析雨量の前
3時間積算値。改良後には青破線で囲った強雨域の予測が
解析雨量と整合が良くなっている。

デルの予測において概ね同等以上のインパクトが得ら
れることを確認したため、2016年 3月 24日よりメソ
解析での現業利用が開始された。
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2.2 メソ数値予報システムの背景誤差の改良 1

2.2.1 はじめに
メソ数値予報システムでは、まず、メソ解析 (MA)

でデータ同化 2 を行い、最新の観測値の情報を用いて
現在の大気の状態を推定する。さらに、その結果を初
期値として、メソモデル (MSM)3により様々な過程か
らの大気の状態の時間変化への寄与を評価し、将来の
大気の状態を予測する。このうちMAで用いる背景誤
差について改良を進め、2015年 12月 24日 00UTCに
適用した (Fukuda et al. 2016)。本節ではこれについて
概説する。

2.2.2 背景誤差の役割
MAにおいては、前回（3時間前）初期値からのMSM

予報値を第一推定値として用い、これを観測値により
修正することで大気の状態を推定する。しかし、この
推定はデータ同化実行時に利用可能な限られた情報を
もとに行われ、また、予報モデルの表現にも限界があ
る。このため、予報の初期値は現実の大気からのずれ
（誤差）を持ち、これは予測時間とともに拡大し得る。
さらに、数値予報での大気中の様々な過程のモデリン
グにおける仮定や近似等からも予測に誤差が生じ得る。
このようなことから、第一推定値は誤差（背景誤差と
呼ぶ）を含む情報と理解する必要がある。一方で、観
測値についても、測器による測定精度の限界、測定さ
れる信号から同化する物理量への変換に含まれる仮定
や近似、また、観測値と数値予報モデルで表現される
大気の代表する時間・空間スケールの差異などにより、
誤差（観測誤差と呼ぶ）が含まれる。
MAでは、データ同化手法としては 4次元変分法を

用い、大気の状態に関する情報である第一推定値・観
測値とそれらの誤差（背景誤差・観測誤差）を勘案し、
もっとも確からしい大気の状態を推定する。推定にお
いては、数値予報モデルによる大気の状態の時間発展
との整合性も考慮に入れて、MSMの初期値として最
適な解を求める。ここで、4次元変分法で用いる背景
誤差については、その共分散（誤差の大きさと、ある
位置の誤差とその周囲における誤差の間の相関 4 の情
報を含む）によって特性を指定する。従って、背景誤
差は、観測値による第一推定値の修正（インクリメン
ト）の大きさと範囲に影響し、データ同化において重
要な役割を持つ。

1 藤田 匡、福田 純也（現予報課）、塚本 暢（現文部科学省）
2 データ同化技術、また MA で用いられているデータ同化
手法である 4 次元変分法については、気象庁予報部 (1997,
2002, 2011)、室井・佐藤 (2012) 、本田・澤田 (2010)など
に詳しい。
3 MSMの数値予報モデルである気象庁非静力学モデルにつ
いては気象庁予報部 (2003, 2008)などに詳しい。
4 第 2.2.3項 (2)に述べるように、一部要素間にも相関を考
慮する。

図 2.2.1 NMC法における予報差の統計サンプルの模式図。
初期時刻の異なる予報 1、予報 2 による、対象時刻 t0 に
おける気象要素X の予報値X1, X2（それぞれの予報時間
は T1, T2）の差 ∆X を予報誤差の情報を含むサンプルと
みなす。

2.2.3 背景誤差の改良
本項では、今回背景誤差の改良として行った、(1) 統
計サンプルの更新、(2)定式化の変更について概説する。

(1) 統計サンプルの更新
MAでは背景誤差の気候学的な特性をNMC法 (Par-

rish and Derber 1992) と呼ばれる手法によって求め、
これを日々のデータ同化に用いる。NMC法では、対
象時刻が等しく初期時刻の異なる予報値の差を、予報
誤差の情報を含むサンプルとみなし、多数の事例をサ
ンプルとした統計値を基に、気候学的背景誤差の特性
を推定する（図 2.2.1）。ここで統計サンプルとなる予
報値の差は、長期間にわたるMSMの運用で保存した
予報値から計算している。
今回の変更ではこの統計サンプルを、現在のシステ
ムに近い特性を持つと期待される最近のMSMによる
もの（2015年 7月までの 1年間）に更新した。変更前
後の統計サンプルの比較を表 2.2.1 に示す。変更前の
MAの背景誤差は、2005年のMSMによる予報値から
計算されたものである。2005年当時、MAはメソ静力
学 4次元変分法 (石川・小泉 2002)での運用を行って
いた。このため、非静力学メソ 4次元変分法 (JNoVA,

Honda et al. 2005;本田・澤田 2010)については、2009
年 4 月の運用開始当初から、JNoVAとは異なるシス
テムのもとでとられた統計サンプルによる背景誤差を
用いていた。このようなこともあり、当初より統計サ
ンプルの更新の必要性は認識され、これを視野に入れ
て、背景誤差の計算に必要となるMSMの予報値の保
存を継続的に行ってきた (本田・澤田 2010)。今回の更
新は、このようにして保存されたMSM予報値を用い
て実施した。
さらに、2005年当時と比較して、現在のMSMでは、
水平格子間隔は 10 kmから 5 kmへと高解像度化され
たり、初期値更新の頻度（解析予報サイクルにおける
データ同化の実行頻度）は 1日 4回から 8回へと高頻
度化されたり（気象庁予報部 2008表 1.2.1など参照）、
対象領域も拡張されたりする (越智・石井 2013)など、
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表 2.2.1 背景誤差の見積もりに用いる NMC法統計サンプルの変更前後の比較
変更前 変更後

MSM 水平格子間隔 10 km 5 km

領域 拡張前 拡張後
運用頻度 4回/日 8回/日

サンプル 対象時刻 00, 12UTC 同左
時間差 6時間（FT=12と 6の差） 同左
統計期間 2005年 1月～2005年 12月 2014年 8月～2015年 7月
対象日 １年間各月 1日～10日 同左

図 2.2.2 東西風の背景誤差鉛直共分散。(a) 統計サンプル更
新前。(b) 統計サンプル更新後。縦軸は鉛直層、横軸は背
景誤差鉛直共分散 [m2/s2]を示す。緑、赤の各線は、ピー
クを持つ鉛直層と各鉛直層との間の背景誤差共分散を示す
(ピーク層 5層ごとに赤線とした）。各線のピークの値は、
当該鉛直層における背景誤差分散を示す。

運用状況は大きく変化している。また、MSM, MAと
もに多くの改良が継続的に行われ、MSMの予報精度
は向上し続けている。このため、変更前の背景誤差は、
現在のシステムにおける第一推定値の誤差を適切に反
映しているとは言えず、統計サンプル更新の必要性は
高まっていた。実際、統計サンプルを新しいものにと
り直すと、メソ数値予報システムの精度向上を反映し
て、更新後の誤差分散の統計値は更新前の半分弱程度
（標準偏差で約 0.7倍弱程度）となった（図 2.2.2）。シ
ステムの第一推定値の精度に対して背景誤差が大きく
設定されていると、同化において第一推定値は実際よ
りも確度の低い情報として扱われて大きく修正され、
解析値が観測値に過度に近づき、予報精度にも影響し
得ると考えられる。現在のシステムの状況により即し
た誤差設定でデータ同化を行うため、統計サンプルを
更新して作成した新たな背景誤差を導入した。
なお、NMC法では、背景誤差共分散の構造の簡便

な見積もりが得られるが、第一推定値の誤差に対応す
る規格化は別途定める必要がある 5。この規格化の扱
いは変更前後で揃えている。また、予報差の統計サン

5 MAにおいては、サンプルの共分散統計値の 1倍を採用し
ている。詳しくは本田・澤田 (2010)を参照。

プルのとり方も変更前後で同一としている。このため、
得られた統計値の違いがそのまま変更前後の誤差の変
化を反映するものとみなした。

(2) 定式化の変更
第 2.2.2項に述べたように、データ同化では背景誤差
の特性として、その共分散を用いる。一方、現実の大
気は連続であるが、数値予報では離散化を適用し、多
数の格子点における様々な気象要素の値によって、大
気の状態を計算機上で表現する。これら一つ一つにつ
いて誤差を設定し、そのすべての対について相関を扱
うには膨大な計算機資源が必要となり現実的でない。
このため、MAでは気象要素としては、風の東西・南
北成分、温位、地上気圧、偽相対湿度 6 のみの気候学
的背景誤差を考える (本田・澤田 2010)。さらに、これ
らの要素のうち、ともに大気質量に関連付いており相
関が強いと期待される温位と地上気圧の間のみに誤差
相関を考慮する。一方、他の要素間の誤差相関につい
ては無視し、互いに独立とみなす。また、それぞれの
気象要素ごとの背景誤差はMAの領域内で一様とし、
領域平均値を用いる。
誤差共分散の空間構造は、鉛直共分散（分散と鉛直
相関の情報を持つ）と水平相関に分解できるものとし、
その合成で近似するが、この分解の定式化には任意性
がある。従来MAで用いられてきた定式化においては、
共分散の空間構造が歪んで不自然な分布となる場合が
あることが判明したため、見直しを行った 7。不自然な
分布の一例として、3次元変分法による東西風の一点
観測同化実験 8 のインクリメントの分布の例を図 2.2.3

6 比湿を第一推定値の飽和比湿で割ったもの。
7 具体的には従来、鉛直共分散の固有モードごとに水平相関
を指定していたが、鉛直層ごとに指定するように変更し、合
成した共分散がもとの統計値と近くなるように、水平相関距
離を指定した (藤田・倉橋 2010)。前者の手法において、異
なる固有モード間の相関を一部無視しており、これによる情
報の損失が大きく問題が発生したものと考えられる。一方後
者では、異なる鉛直層の間の相関を一部無視するものの、相
関をとる鉛直層が離れるとこの相関は急速に減衰するため、
情報の損失はより小さく抑えられるものと考えられる。
8 観測値を 1つのみ同化する実験。3次元変分法による一点
観測同化実験のインクリメントには、観測点の周囲での背景
誤差共分散の空間構造が反映される。
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図 2.2.3 3 次元変分法による東西風一点観測同化実験の東西風インクリメント [m/s] 鉛直断面。観測点の緯度経度は (30◦N,
140◦E)。D値（観測値 −第一推定値）はいずれも 5 m/s。×印の位置が観測点。(a) 事例 1（観測点高度 500 hPa）、背景誤
差変更前、東西断面。(b) (a)と同様、ただし変更後。(c)事例 2（観測点高度 70 hPa)、変更前、南北断面、不自然なインク
リメントが顕著な例。(d) (c)と同様、ただし変更後。縦軸は高度 (km)。灰色部分は地形を示す。

に示す。上述のように、東西風については他の要素と
の相関は考慮しておらず、誤差相関の強さは観測点付
近でピークを持ち観測点から離れるにつれて単調に減
衰する。１点観測実験によるインクリメントにもこれ
が反映されるものと期待される。
緯度経度 (30◦N, 140◦E)、高度 500 hPaの観測を同

化した事例 1では、インクリメントの分布の鉛直断面
を見ると、変更前の背景誤差による実験 (a)では、観
測点から X字状にピークが広がっている。一方、変更
後 (b)では、観測点の位置から離れるにつれて単調に
減少し、背景誤差の構造から期待される結果を示して
いる 9。また、極端な例として、高度 70 hPaの観測を
同化した事例 2では、(c)に示す変更前の実験では、イ
ンクリメントは強く歪み不自然なパターンが観測点か
ら離れたところに広範囲に広がっている。一方、変更
後 (d)は、観測点における誤差との（正、または負の）
相関が、観測点から上下、左右に離れるほど一様に減
衰することに対応し、インクリメントが減少していく
様子が見られる。このように、定式化の変更により、観
測点の周囲に背景誤差の空間構造から期待される自然
なインクリメントがもたらされるようになった 10。

2.2.4 変更による影響
第 2.2.3項 (1)で述べたように、背景誤差の統計サン

プル更新により誤差分散は小さくなり、第一推定値の
確度は従来より高いものとして扱われる。これを反映
して、一般にインクリメントは小さくなり解析値と観

9 インクリメントの範囲は、変更前 (a)のほうが変更後 (b)
より広い。これは、(a)では、水平相関距離の長い固有モー
ドからの寄与により裾が長く広がっているためである。一方、
(b) では鉛直層ごとにほぼ単一のガウス分布で近似される。
なお、この高度においては、変更前後で、背景誤差水平相関
の半値幅には顕著な差はない。また、背景誤差を表現するた
めに用いる水平相関距離の総数は変更前後で同一であり、自
由度の数は変わらない。

10 なお、MAのデータ同化手法である 4次元変分法において
は、同化ウィンドウでの時間発展も考慮される。観測時刻が
同化ウィンドウ初期から離れると、同化ウィンドウ初期にお
ける背景誤差の影響はより小さくなると考えられる。

図 2.2.4 背景誤差の設定の予報への影響の模式図。予報 A：
適切な誤差設定を用いたデータ同化により初期値を作成し
た予報。予報 B：背景誤差が過度に大きく、同化ウィンド
ウ内の観測データに過度に近づいた解析値からの予報。

測値の乖離は大きくなることが期待される。実際、統
計的にもその傾向が確認された。一方で、

1. 第一推定値（前回解析値からの 3時間までの予報
値）と観測値の乖離は全般的に小さくなる、

2. 地上気圧インクリメントの、同化ウィンドウ内か
ら予報初期にかけての時間発展において、急速に
変動する音波振動 11が緩和され、また、高度、気
温の高層検証、海面更正気圧検証で、予報初期の
急激な変動が緩和される、

などが確認された。これらのことは、次のようにして
理解できる。背景誤差の設定と解析値、その後の予報
の関連についての模式図を図 2.2.4に示す。図中の予
報 Bに示すように、過大な背景誤差を用いたデータ同
化により、観測値からの情報が確度を越えて反映され、
過度に観測値に近づいた解析値が生成されると、その
後の予測においてバランスが損なわれ振動の発生の原
因となり得、さらに、予測の精度低下にもつながり得
ると考えられる。予測の初期部分は、次回のデータ同
化において第一推定値として用いられるため、これは、
第一推定値の精度にも影響を及ぼす。一方、予報 Aに
示すように、適切な背景誤差を用いたデータ同化によ
り、観測値からの情報を適切に反映した解析値が生成
されると、予測におけるバランス・精度の向上に寄与

11 インクリメントのバランスが取り切れていないため、時間
積分の初期において、大気が予報モデルにとってバランスし
た状態に遷移する過程で生じるとみられる。
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図 2.2.5 2014 年 7 月 9 日 00UTC の前 3 時間降水量
[mm/3h]。(a) 背景誤差変更前 7 月 7 日 12UTC 初期値
36 時間予報値。(b) (a) と同様、ただし背景誤差更新後。
(c) 背景誤差変更前 7 月 8 日 18UTC 初期値 6 時間予報
値。(d) (c) と同様、ただし背景誤差変更後。(e) 解析雨
量。なお、矢羽（長い羽 10 knot、短い羽 5 knot）は地上
風 [knot]、等値線（間隔 1 hPa）は海面更正気圧 [hPa]を
示す。

し得ると考えられる。このように、今回の改良で、現
在のシステムに、より即した背景誤差設定となり、解
析値が観測値に過度に寄っていたものが緩和されたこ
と、また、不自然なインクリメントへの対策を行った
ことが、解析値のバランスの向上に寄与したものと考
えられる。
降水予測が改善された例として 2014年 7月 9日の

事例を示す（図 2.2.5）。東シナ海を北上する台風や、
日本の南海上にある高気圧の縁辺から本州付近に暖湿
気が流入しており、北陸から東北地方南部にかかる梅
雨前線付近で強雨がもたらされた事例である。変更前
では、36時間予報 (a), 6時間予報 (c)とも実況 (e)よ
り北寄りに降水域を広げているが、変更後 (b), (d)で
は、新潟県から福島県にかかる前線付近の帯状の降水

集中域をよりはっきり表現している。本事例の降水予
測については、初期値が新しいものから古いものまで
一貫して東西に走向を持つ降水集中帯をより明確に表
現する傾向が見られた。毎回のMAのデータ同化にお
いて、各々の観測値によるインクリメントは背景誤差
の変更の影響を受け従来と異なるものとなる。さらに、
その影響は解析・予報サイクルを通して引き継がれる。
本事例では、暖湿気流やそれが向かう前線の表現など
が継続的に向上したものと考えられる。
図 2.2.6に、降水予測の統計検証結果を示す。夏期 1

か月間（2014年 7月 1日～8月 4日）の検証 (a), (b)

では、95 %信頼度で有意には達しないものの、背景誤
差更新により、多くの閾値で ETSが改善の傾向を示し
ている。冬期 1か月間（2014年 1月 11日～2月 14日）
の検証 (c), (d)では、閾値 2 mm/3h以下の ETSは BI

低下を伴い有意に低下している。一方で、5 mm/3h以
上では有意には達していないものの改善の傾向が見ら
れる（ただし、20 mm/3h以上ではサンプル数が少な
いものの、BIが過大）。全体的には降水予測の精度向
上に寄与しているものと考えられる。

2.2.5 まとめ
今回の背景誤差の改良では、予報差の統計サンプル
の更新と定式化の変更を行った。統計サンプル更新の
結果、変更前と比較して背景誤差分散は半分弱程度と
なった。この更新によって、現在のシステムに、より
即した誤差設定で同化を行うことができるようになっ
た。また、定式化の変更によって、背景誤差共分散の
空間分布の不自然なパターンが見られなくなった。こ
れらの改良により、予報初期の場の急激な変動が緩和
された。また、降水予測の改善への寄与も見られた。
なお、今回の背景誤差更新では第 2.2.3項 (1)に述べ
たように、NMC法における統計サンプルの扱いを揃
えることによって更新前からの相対的な誤差特性の変
化を反映したものの、背景誤差の規格化そのものの最
適化については未検討である。また、背景誤差の更新
のみを行ったが、一方で、観測誤差の見直しについて
は行っていない。背景誤差、観測誤差と解析値・第一推
定値・観測値の統計的な関係などを考慮しつつ上記の
ような検討を行い、同化システムにおける第一推定値、
観測値それぞれの持つ情報をそれらの確度に応じて適
切に抽出できるようにすることで、解析値、また、数
値予報の精度向上を図る必要がある。このような、現
在のメソ数値予報システムに即した誤差設定の総合的
な最適化は今後の課題である。
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